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（証券コード 1934）
平成30年６月４日

株 主 各 位
仙台市宮城野区榴岡四丁目１番１号

株式会社ユアテック
取 締 役 会 長 矢 萩 保 雄

　
第104回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第104回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご覧いただ
き、以下のいずれかの方法により、平成30年６月25日（月曜日）午後５時30分までに議決権を
行使していただきたくお願い申しあげます。

【郵送による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に賛否いずれかをご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するよう
ご送付ください。

【インターネット等による議決権行使の場合】
　59頁から60頁に記載の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認のうえ、パ
ソコン、スマートフォンまたは携帯電話から議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）に
アクセスしていただき、画面の案内にしたがって、各議案に対する賛否を上記の行使期限までに
ご入力ください。

敬 具
記
　

１. 日 時 平成30年６月26日（火曜日） 午前10時

２. 場 所 仙台市宮城野区榴岡四丁目１番１号 当社３階大ホール
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３. 会議の目的事項 ● 報告事項
１．第104期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人お
よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第104期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

● 決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 監査役の退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
第５号議案 監査役の報酬額改定の件

４. 株主総会招集にあたっての取締役会のその他決定事項
(1) 議決権行使書の郵送による方法とインターネットによる方法の双方で議決権を行使され

た場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効とさせていただきます。
(2) インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された

内容を有効とさせていただきます。
以 上

　

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

○株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項について、修正すべき
事項が生じた場合には、当社ホームページ（http://www.yurtec.co.jp/）に、修正内容を掲
載させていただきます。
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
　当社は、株主のみなさまへの年２回の安定的な配当を基本とし、業績ならびに将来にわたる
安定した事業展開のための内部留保の充実などを総合的に勘案しつつ、株主のみなさまへの利
益還元を実施していくことを基本方針としております。このような方針のもと当期の期末配当
につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。

　
1. 配当財産の種類

金 銭
　
2. 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

１株につき金10円 総額715,138,830円
　
3. 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月27日
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第２号議案 取締役12名選任の件
　取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役12名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

　
候補者番号 　 氏 名 本総会時における当社の役職 取締役会への出席率

1 や はぎ やす お

矢萩 保雄 再任 取締役会長 100％
（８回中８回）

2 さ たけ つとむ

佐竹 勤 再任 取締役社長 100％
（８回中８回）

3 おお た よし はる

太田 良治 再任 取締役副社長 100％
（８回中８回）

4 おい かわ まさ ひろ

及川 昌洋 再任 専務取締役 83％
（６回中５回）

5 まる やま みのる

丸山 稔 再任 常務取締役 100％
（８回中８回）

6 わた なべ よう いち

渡辺 洋一 再任 常務取締役 100％
（８回中８回）

7 なか やま のり よし

中山 哲克 再任 常務取締役 100％
（８回中８回）

8 こ ばやし いく み

小林 郁見 再任 常務取締役 100％
（６回中６回）

9 お がさ わら たつ じ

小笠原 達治 再任 常務取締役 100％
（６回中６回）

10 さか もと みつ ひろ

坂本 光弘 再任 取締役 75％
（８回中６回）

11 みつ い せい いち

三井 精一 再任 社外 独立 取締役 100％
（８回中８回）

12 ふく い くに あき

福井 邦顯 再任 社外 独立 取締役 88％
（８回中７回）

（注）及川昌洋、小林郁見、小笠原達治の３氏の取締役会への出席率は、平成29年６月27日の就任以降に開催
された取締役会のみを対象としております。
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候補者番号 1 や はぎ やす お

矢萩 保雄 （昭和26年２月14日生） 所有する当社の株式数：15,000株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和46年 ４ 月 東北電力株式会社入社
平成23年 ６ 月 同社常務取締役 お客さま本部長代理
平成24年 ６ 月 同社取締役副社長 お客さま本部長
平成25年 ６ 月 当社監査役（平成27年６月退任）
平成27年 ６ 月 当社取締役会長

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　矢萩保雄氏は、当社の親会社東北電力株式会社に入社以来、配電部門を中心とした業務経
験を有し、取締役副社長お客さま本部長を務めるなど、経営全般に精通しております。平成
27年６月から当社取締役会長を務め、親会社や当社における業務経験と経営全般に関する知
見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

　
候補者番号 2 さ たけ つとむ

佐竹 勤 （昭和28年３月２日生） 所有する当社の株式数：15,600株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和50年 ４ 月 東北電力株式会社入社
平成21年 ６ 月 同社常務取締役 お客さま本部長
平成21年 ６ 月 当社監査役（平成24年６月退任）
平成24年 ６ 月 当社取締役（平成25年６月退任）
平成24年 ６ 月 東北電力株式会社取締役副社長

CSR担当、コンプライアンス推進担当、IR担当
平成26年 ６ 月 当社取締役社長

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　佐竹勤氏は、当社の親会社東北電力株式会社に入社以来、広報部門や企画部門を中心とし
た業務経験を有し、取締役副社長（CSR担当、コンプライアンス推進担当、IR担当）を務め
るなど、経営全般に精通しております。平成26年６月から当社取締役社長を務め、親会社や
当社における業務経験と経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取締役候補
者といたしました。
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候補者番号 3 おお た よしはる

太田 良治 （昭和31年１月18日生） 所有する当社の株式数：8,338株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和53年 ４ 月 当社入社
平成23年 ６ 月 当社執行役員 営業本部電気設備部長
平成26年 ６ 月 当社取締役 情報通信本部長
平成27年 ６ 月 当社常務取締役 営業本部副本部長兼情報通信本部長
平成29年 ６ 月 当社専務取締役 営業本部長、企業倫理担当
平成30年 ４ 月 当社取締役副社長 営業本部長、企業倫理担当

現在にいたる
取締役候補者とした理由
　太田良治氏は、当社に入社以来、電気設備部門を中心とした業務経験を有し、執行役員営
業本部電気設備部長を務めるなど、業務全般に精通しております。平成26年６月から取締役
を、平成30年４月から取締役副社長を務め、当社における豊富な業務経験と経営全般に関す
る知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

　

候補者番号 4 おいかわ まさひろ

及川 昌洋 （昭和32年３月14日生） 所有する当社の株式数：400株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和55年 ４ 月 東北電力株式会社入社
平成23年 ６ 月 同社グループ事業推進部付 当社上席執行役員 経営企画部長
平成25年 ６ 月 同社仙台営業所長
平成27年 ６ 月 同社グループ事業推進部付 会津碍子株式会社取締役社長
平成28年 ６ 月 同社執行役員待遇 会津碍子株式会社取締役社長
平成29年 ６ 月 当社専務取締役 電力本部長

現在にいたる
取締役候補者とした理由
　及川昌洋氏は、当社の親会社東北電力株式会社に入社以来、企画部門を中心とした業務経
験を有し、会津碍子株式会社の取締役社長を務めるなど、経営全般に精通しております。平
成29年６月から当社専務取締役を務め、親会社や当社ならびに会津碍子株式会社における業
務経験と経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

宝印刷株式会社 2018年05月18日 13時34分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



7

候補者番号 5 まるやま みのる

丸山 稔 （昭和30年10月３日生） 所有する当社の株式数：6,700株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和54年 ４ 月 東北電力株式会社入社
平成23年 ６ 月 同社人財部部長
平成25年 ６ 月 同社考査室長
平成27年 ６ 月 当社常務取締役 震災復興担当
平成28年 ６ 月 当社常務取締役

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　丸山稔氏は、当社の親会社東北電力株式会社に入社以来、人財部門や企画部門を中心とし
た業務経験を有し、考査室長や人財部部長を務めるなど、経営全般に精通しております。平
成27年６月から当社常務取締役を務め、親会社や当社における業務経験と経営全般に関する
知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

　

候補者番号 6 わたなべ よういち

渡辺 洋一 （昭和28年９月19日生） 所有する当社の株式数：32,502株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和47年 ４ 月 当社入社
平成24年 ６ 月 当社上席執行役員 新潟支社長
平成26年 ６ 月 当社上席執行役員 新潟支社長兼設備部長
平成26年 ７ 月 当社上席執行役員 新潟支社長
平成27年 ６ 月 当社取締役 営業本部副本部長兼東京本部長兼設備技術部長
平成27年 ７ 月 当社取締役 営業本部副本部長兼東京本部長
平成29年 ６ 月 当社常務取締役 営業本部副本部長兼情報通信本部長

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　渡辺洋一氏は、当社に入社以来、営業部門を中心とした業務経験を有し、上席執行役員新
潟支社長を務めるなど、業務全般に精通しております。平成27年６月から取締役を、平成29
年６月から常務取締役を務め、当社における豊富な業務経験と経営全般に関する知見を有し
ていることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 7 なかやま のりよし

中山 哲克 （昭和32年11月29日生） 所有する当社の株式数：8,900株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和55年 ４ 月 当社入社
平成24年 ６ 月 当社執行役員 岩手支社長
平成27年 ６ 月 当社取締役 新潟支社長
平成28年 ６ 月 当社取締役 新潟支社長兼営業部長
平成28年 ７ 月 当社取締役 新潟支社長
平成29年 ６ 月 当社常務取締役 新潟支社長

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　中山哲克氏は、当社に入社以来、電気設備部門を中心とした業務経験を有し、執行役員岩
手支社長を務めるなど、業務全般に精通しております。平成27年６月から取締役を、平成29
年６月から常務取締役を務め、当社における豊富な業務経験と経営全般に関する知見を有し
ていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

　

候補者番号 8 こ ばやし いく み

小林 郁見 （昭和34年１月24日生） 所有する当社の株式数：4,400株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和56年 ４ 月 当社入社
平成24年 ７ 月 当社宮城支社副支社長兼営業部長

兼お客さまコンサルティングセンター所長
平成26年 ６ 月 当社安全衛生・品質管理部長
平成27年 ６ 月 当社執行役員 営業本部営業企画部長
平成28年 ６ 月 当社上席執行役員 営業本部営業企画部長
平成29年 ６ 月 当社常務取締役 営業本部副本部長兼東京本部長

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　小林郁見氏は、当社に入社以来、営業企画部門や経営企画部門を中心とした業務経験を有
し、上席執行役員営業本部営業企画部長を務めるなど、業務全般に精通しております。平成
29年６月から常務取締役を務め、当社における豊富な業務経験と経営全般に関する知見を有
していることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 9 お がさ わら たつ じ

小笠原 達治 （昭和32年７月21日生） 所有する当社の株式数：6,700株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和56年 ４ 月 当社入社
平成24年 ７ 月 当社監査役室長
平成26年 ６ 月 当社経理部長
平成28年 ６ 月 当社執行役員 経理部長
平成29年 ６ 月 当社常務取締役 ＩＲ担当

現在にいたる

取締役候補者とした理由
　小笠原達治氏は、当社に入社以来、経理部門を中心とした業務経験を有し、執行役員経理
部長を務めるなど、業務全般に精通しております。平成29年６月から常務取締役を務め、当
社における豊富な業務経験と経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取締役
候補者といたしました。

　

候補者番号 10 さかもと みつひろ

坂本 光弘 （昭和30年11月29日生） 所有する当社の株式数：2,200株
　

再 任

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和54年 ４ 月 東北電力株式会社入社
平成24年 ６ 月 同社取締役 総務部長
平成25年 ６ 月 同社上席執行役員 新潟支店長
平成27年 ６ 月 同社取締役副社長 火力原子力本部長、コンプライアンス推進担当
平成27年 ６ 月 当社取締役
平成30年 ４ 月 東北電力株式会社取締役副社長 副社長執行役員 コンプライアンス推進担当

現在にいたる

重要な兼職の状況
東北電力株式会社取締役副社長 副社長執行役員 コンプライアンス推進担当

取締役候補者とした理由
　坂本光弘氏は、当社の親会社東北電力株式会社の取締役副社長や上席執行役員として、電
気事業の経営に携わってきた経験を有し、親会社の経営視点から、豊富な経験や卓越した見
識を当社経営に活かしていただけるものとして、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 11 みつ い せいいち

三井 精一 （昭和17年７月11日生） 所有する当社の株式数：6,600株
　

再 任

社 外

独 立

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和41年 ４ 月 株式会社振興相互銀行（現 株式会社仙台銀行）入行
平成13年 ６ 月 同行取締役頭取
平成22年 ６ 月 当社監査役（平成27年６月退任）
平成24年10月 株式会社じもとホールディングス取締役会長（平成25年６月退任）
平成25年 ６ 月 株式会社仙台銀行取締役会長
平成26年 ６ 月 同行相談役
平成27年 ６ 月 当社取締役

現在にいたる

社外取締役候補者とした理由
　三井精一氏は、株式会社仙台銀行や株式会社じもとホールディングスの経営に携わってき
た経験を有し、これまでの経歴や実績等から、豊富な経験や卓越した見識を当社経営に活か
していただけるものとして、引き続き社外取締役候補者といたしました。

　

候補者番号 12 ふく い くにあき

福井 邦顯 （昭和19年８月19日生） 所有する当社の株式数：200株
　

再 任

社 外

独 立

略歴（地位および担当ならびに重要な兼職の状況）
昭和47年 ４ 月 日本全薬工業株式会社入社
昭和63年 ５ 月 同社取締役社長
平成20年 ５ 月 ゼノアックリソース株式会社取締役社長
平成21年 ５ 月 日本全薬工業株式会社取締役会長
平成28年 ６ 月 当社取締役

現在にいたる

重要な兼職の状況
日本全薬工業株式会社取締役会長
ゼノアックリソース株式会社取締役社長

社外取締役候補者とした理由
　福井邦顯氏は、動物用医薬品業界のリーディングカンパニーである日本全薬工業株式会社
の取締役会長やゼノアックリソース株式会社の取締役社長として経営に携わってきた経験を
有し、これまでの経歴や実績等から、豊富な経験や卓越した見識を当社経営に活かしていた
だけるものとして、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．三井精一氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社の社外取締役に就任してからの年数は、本総会

終結の時をもって３年となります。また、同氏は、株式会社仙台銀行の相談役であり、同行は、当社企
業グループの主要な借入先の一つでありますが、当事業年度末日における当社の連結総資産に対する同
行からの借入金残高の割合は0.5％未満であります。さらに、当社と同行との間には、工事請負契約等
の取引関係がありますが、当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割合は0.01％
未満であります。

３．福井邦顯氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社の社外取締役に就任してからの年数は、本総会
終結の時をもって２年となります。また、同氏は、日本全薬工業株式会社の取締役会長およびゼノアッ
クリソース株式会社の取締役社長であり、当社と日本全薬工業株式会社との間には、工事請負契約等の
取引関係がありますが、当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割合は0.06％未
満であります。なお、当社とゼノアックリソース株式会社との間には、取引関係はありません。

４．当社は、三井精一、福井邦顯の両氏を、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に
規定する独立役員として届け出ております。

５．当社は、坂本光弘、三井精一、福井邦顯の３氏との間で、会社法第427条第１項の規定による責任限
定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で規定する額としており
ます。また、３氏の選任についてご承認いただいた場合には、当該契約を継続する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　監査役大滝精一氏は、本総会終結の時をもって監査役を辞任されますので、監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
たかうら やすなり

高浦 康有 （昭和48年９月24日生） 所有する当社の株式数：0株

新 任

社 外

独 立

略歴（地位および重要な兼職の状況）
平成13年 ４ 月 名古屋商科大学総合経営学部専任講師
平成16年 ４ 月 同大学総合経営学部助教授
平成18年 ４ 月 東北大学大学院経済学研究科助教授
平成19年 ４ 月 同大学大学院経済学研究科准教授

現在にいたる

重要な兼職の状況
東北大学大学院経済学研究科准教授

社外監査役候補者とした理由等
　高浦康有氏は、大学准教授および経営・経済学の専門家としての豊富な経験や卓越した見
識をもって、客観的・中立的な監査にあたっていただけるものとして、社外監査役候補者と
いたしました。また、同氏は直接会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由か
ら社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
　さらに、同氏は、監査役大滝精一氏の補欠として選任されることになりますので、その任
期は、当社定款の定めに従い、前任者の任期の満了する平成33年開催の定時株主総会終結の
時までとなります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．高浦康有氏は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員の候補

者であります。
３．高浦康有氏の選任についてご承認いただいた場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項

の規定による責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令で規定する額となります。

４．高浦康有氏は、東北大学大学院経済学研究科准教授であり、当社と同大学との間には、工事請負契約
等の取引関係がありますが、当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割合は0.05
％未満であります。
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〈ご参考〉
【取締役候補者および監査役候補者の指名を行うに当たっての方針】

　当社は、地域・社会との深い信頼関係を築きながら、日常の生活を支えるライフラインのトータルサポータ
ーとして、持続的発展と企業価値の向上に努めていくこととしております。この方向性のもとで事業運営を適
正に遂行していくため、取締役候補者および監査役候補者の指名を行うに当たっての方針を以下のとおりとし
ております。

・人格、見識、能力、経験、倫理観などから、当社の役員として相応しい人物を候補者とする。
・社外取締役候補者および社外監査役候補者は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」に照らし、独

立性の有無を判断する。
　
【社外役員の独立性判断基準】

　当社は、社外役員の独立性について、当社が上場する金融商品取引所の定める独立性の基準に準拠し、以下
の要件により独立性を判断しております。社外取締役の選任に当たっては、当社の経営理念や社会的な責務を
理解するとともに、社外取締役としての役割・責務を十分認識し、企業経営などに基づく実践的な経験と社
会・経済動向等に関する高い見識をもとに、取締役会での適切な意思決定および経営監督の実現をはかれるか
どうかを重視しております。また、社外監査役の選任に当たっては、社外監査役としての役割・責務を十分認
識し、豊富な経験と卓越した見識をもって客観的・中立的な監査を実施できるかどうかを重視しております。
［当社における社外役員の独立性判断要件］

当社は、原則として、以下のいずれの要件にも該当しない者を独立役員としております。
①当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者
②当社の主要な取引先またはその業務執行者
③当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専

門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）
④最近において、次のａからｄまでのいずれかに該当していた者

ａ．上記①から③までのいずれかに該当する者
ｂ．当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役
ｃ．当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
ｄ．当社の兄弟会社の業務執行者

⑤次のａからｇまでのいずれかに該当する者（重要でない者を除く。）の近親者
ａ．上記①から④までのいずれかに該当する者
ｂ．当社の子会社の業務執行者
ｃ．当社の子会社の業務執行者でない取締役
ｄ．当社の親会社の業務執行者または業務執行者でない取締役
ｅ．当社の親会社の監査役（社外監査役を独立役員として指定する場合に限る。）
ｆ．当社の兄弟会社の業務執行者
ｇ．最近において上記ｂ、ｃまたは当社の業務執行者（社外監査役を独立役員として指定する場合にあ

っては、業務執行者でない取締役を含む。）に該当していた者
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第４号議案 監査役の退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
　当社は、今般、監査役報酬制度の見直しを行い、本総会終結の時をもって、監査役の退職慰
労金制度を廃止することといたしました。
　つきましては、現在、在任中の監査役２名に対し、当社における一定の基準に従い、相当額
の範囲内で退職慰労金を打ち切り支給することといたしたいと存じます。
　なお、その支給の時期は、各氏の監査役退任の時とし、具体的金額、方法等は、監査役の協
議にご一任願いたいと存じます。
　打ち切り支給の対象となる監査役の略歴は、次のとおりであります。
　

氏 名 略 歴

小野寺 雄 一 平成29年 ６ 月 当社常勤監査役 現在にいたる

加 藤 裕 之 平成28年 ６ 月 当社常勤監査役 現在にいたる

　

第５号議案 監査役の報酬額改定の件
　当社の監査役の報酬額は、平成３年６月26日開催の第77回定時株主総会において、月額
300万円以内としてご承認いただき今日に至っておりますが、前回改定以降の経済情勢の変
化、監査役の増員（３名から５名体制）等、諸般の事情を勘案し、このたび監査役の報酬額を
月額500万円以内と改めさせていただきたいと存じます。
　なお、第３号議案を原案のとおりご承認いただきますと、監査役は５名となります。

以 上
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（添付書類）

事業報告（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
　
1. 企業グループの現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

　当期におけるわが国経済は、海外経済の緩やかな回復により輸出や生産の持ち直しが続くと
ともに、雇用・所得環境が着実に改善するなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしまし
た。
　建設業界においては、公共投資は底堅く推移し、民間設備投資は企業収益の改善等を背景に
緩やかな増加基調で推移する一方、受注競争の激化や労務費・資材費の上昇傾向が続く状況と
なりました。

　このような状況のもと、当社は、経営環境の変化を踏まえて新たに策定した中期経営方針
（2017～2020年度）に基づき、より効率的かつ低コストな施工体制の構築を目指すととも
に、リニューアル工事や関東圏、海外事業における経営基盤の強化に、企業グループ一丸とな
って取り組んでまいりました。
　具体的には、リニューアル工事の受注獲得に向けて、お客さまへの積極的な提案営業を展開
したほか、昨年４月には、関東圏で初の関係会社となる「株式会社ユアテック関東サービス」
を設立し、これまで当社が関東圏において手掛けてきた大型物件の保守・メンテナンス工事を
効率的に行うための体制強化をはかりました。また、海外事業では、ミャンマー国においても
工事を受注するなど、ベトナム国を中心とした海外展開を推進してまいりました。
　加えて、「安全・品質・信頼は不変の価値である」との信念のもと、労働災害の未然防止に
向けた安全文化の構築に取り組むとともに、昨年12月には、「施工品質向上委員会」の設置等
による施工品質管理体制の強化をはかるなど、ユアテックブランドの維持・向上に努めてまい
りました。
　さらに、当社は、時間管理の意識を高め、働きやすく人を活かす企業を目指し、一昨年設置
した「働き方改革推進委員会」のもと、労働時間管理の適正化を推進するとともに、業務負荷
の低減や意識の改革など、実効性のある過重労働対策に、本格的に取り組んでいるところであ
ります。
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　以上の結果、当期の連結売上高は、屋内配線などの一般民間工事や配電線などの電力工事が
減少したことなどにより、2,132億５千１百万円（前年比5.7％減）となりました。
　また、損益面につきましては、売上高の減少などにより、連結営業利益は117億８千６百万
円（前年比19.0％減）、連結経常利益は124億３千５百万円（前年比17.8％減）、親会社株主
に帰属する当期純利益は83億７千８百万円（前年比17.2％減）となりました。
　
ａ．企業グループの当期売上高

（単位：百万円）
区 分 当期売上高

設 備 工 事 業 209,336

そ の 他 の 事 業 3,915

合 計 213,251
　

ｂ．当社の当期受注工事高・完成工事高および繰越工事高
（単位：百万円）

区 分 前期繰越工事高 当期受注工事高 当期完成工事高 次期繰越工事高
屋 内 配 線 工 事 52,852 63,312 69,235 46,929

配 電 線 工 事 18,679 53,604 56,154 16,129

そ の 他 電 気 ・ 空 調 管 ・
情報通信・土木建築工事 39,160 73,717 78,324 34,554

合 計 110,692 190,635 203,714 97,613
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（2）対処すべき課題
　わが国経済の先行きは、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動による影響が懸念される
ものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあり、景気は緩やかな回復が
続くことが期待されます。
　建設業界においては、公共投資は底堅く推移していくことが見込まれ、民間設備投資は企業
収益の改善や成長分野への対応等を背景に増加していくことが期待されます。一方、メガソー
ラー関連工事や復興関連工事の減少がさらに顕在化していくものと予測され、また、東北電力
株式会社においては、2020年４月までの実施が求められている送配電部門の法的分離を見据
え、カンパニー制へ移行しております。

　以上のような経営環境のもと、当社は、スピード感を持った行動による着実な収益確保を目
指し、昨年度策定した中期経営方針に基づく３つの主要施策（力点）に、企業グループの総力
を結集して引き続き取り組んでまいります。
　さらに、当社における至近年の業績推移ならびに2020ビジョンに基づく具体的施策が計画
どおり順調に進展していることから、これまで掲げてきた定量目標「2020年度（個別）売上
高2,000億円、営業利益80億円」は十分に達成可能であり、今後はより高い目標に挑戦して
いくことが、当社の持続的な成長に繋がるものと判断いたしました。
　これを踏まえ、当社は、中期経営方針に掲げる定量目標を「2020年度（連結）売上高
2,200億円・営業利益110億円、（個別）売上高2,100億円・営業利益100億円」に引き上げ
ました。当社は、企業グループ全体として一層の経営発展をはかっていくとともに、新たな目
標の達成に向け、挑戦を続けてまいります。
　
　今後とも、株主のみなさまにおかれましては、なお一層のご支援とご協力を賜りますようお
願い申しあげます。
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中期基本目標 スピード感を持った行動による着実な収益確保
～ 次の時代に挑戦し進化する企業へ ～

　

主要施策（力点）
力点①：「安全」・「品質」・「信頼」のユアテックブランドに磨きをかけていきます
◎「安全・品質・信頼は不変の価値である」との揺るぎない信念に基づいた企業活動
の推進

力点②：地域需要を掘り起こす営業活動を強化するとともに、成長市場への
展開を加速します

◎東北・新潟のお客さまニーズの的確な把握による受注戦略の展開
◎電気事業の変化を見据えた業務運営体制の構築
◎成長市場への取り組み強化による利益ある成長

力点③：時間管理の意識を高め、働きやすく人を活かす企業を目指します
◎ユアテックブランドの規律の下でのスピードある意思決定と行動の実践
◎安心して働ける職場環境の整備

定 量 目 標
（2020年度）

（連結）売上高2,200億円・営業利益110億円
　（個別）売上高2,100億円・営業利益100億円
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（3）財産および損益の状況の推移
ａ．企業グループの財産および損益の状況の推移

（単位：百万円）

区 分 平成26年度
第101期

平成27年度
第102期

平成28年度
第103期

平成29年度
第104期（当期）

売 上 高 217,712 227,067 226,042 213,251

経 常 利 益 12,324 15,677 15,121 12,435

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 12,160 10,470 10,118 8,378

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 152円81銭 131円62銭 127円23銭 118円69銭

総 資 産 180,723 187,598 190,390 191,201

純 資 産 92,564 99,801 109,601 110,490
　

ｂ．当社の財産および損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分 平成26年度
第101期

平成27年度
第102期

平成28年度
第103期

平成29年度
第104期（当期）

受 注 工 事 高 212,808 227,515 215,820 190,635

完 成 工 事 高 205,786 216,741 216,522 203,714

経 常 利 益 10,860 13,720 13,046 10,692

当 期 純 利 益 11,357 8,745 8,775 7,333

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 142円72銭 109円94銭 110円35銭 103円88銭

総 資 産 161,543 167,892 168,996 168,093

純 資 産 83,099 90,685 98,026 97,023
　
（4）設備投資および資金調達の状況

　当期における設備投資額は、57億７千６百万円であります。その主なものは、子会社であ
る株式会社ニューリースのリース資産取得などであります。なお、リース資産取得に伴う資金
は、長期借入金にて充当いたしました。長期借入金による資金調達額は、33億円となってお
ります。
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（5）重要な親会社および子会社の状況
ａ．親会社の状況

会 社 名 資本金
（百万円）

当該会社の当社に対する
出資比率（％） 事 業 内 容

東 北 電 力 株 式 会 社 251,441 41.41（41.96） 電 気 事 業
（注）（ ）内は、間接所有の割合を含めた出資比率であります。
　

ｂ．親会社との取引に関する事項
　当社は、親会社である東北電力株式会社から、配電線および送電線工事などを受注・施工
しておりますが、同社との取引条件については市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ一般的
取引条件と同様に決定しております。また、当該取引を「業務の適正を確保するための体制
に関する基本方針」に基づき、適正に実施しており、その実施状況を取締役会において、監
視しております。当社取締役会は、同社との取引条件が上記のとおりであり、かつ親会社と
は人的・資本的関係があるものの、当社の事業運営にあたって独自の経営判断を妨げるほど
のものではないことから、一定の独立性は確保されていると認識しており、当社の利益を害
するものではないと判断しております。
　加えて、当社は、長期的な株主還元の観点から、平成30年３月１日付で、同社から、自
己株式800万株を取得いたしました。本自己株式取得にあたっては、取締役会において、当
社株式の流動性および市場価格、資本効率ならびに財務状況等を総合的に勘案したうえで、
株主のみなさまへの利益還元を重視する観点から実施されることを確認し、かつ実施時期の
妥当性および株価水準についても十分な審議を行い、出席取締役の全員一致により本自己株
式取得の実施に関する決議を行いました。さらに、公正性を担保するための措置として、他
の株主のみなさまにも取引機会が平等に与えられる東京証券取引所の自己株式立会外買付取
引（ToSTNeT-3）を利用し、取得日前日の株価終値にて本自己株式取得を行いました。加
えて、利益相反を回避するための措置として、同社の取締役を兼務している当社取締役坂本
光弘は、上記取締役会における本自己株式取得に関する議案の審議および決議には参加して
おりません。これらのことから、当社取締役会は、本自己株式取得に係る取引内容および条
件は公正かつ適正な手続きを経て決定しており、当社の利益を害するものではないと判断し
ております。
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ｃ．重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の当該会社に対する
出資比率（％） 事 業 内 容

株 式 会 社 ト ー ク ス 90 百万円 100.00 警 備 業 ・ 不 動 産 業

株 式 会 社 ニ ュ ー リ ー ス 50 100.00 リ ー ス 業

株 式 会 社 ユ ー ト ス 35 100.00 設 備 工 事 業

株式会社ユアテックサービス 20 100.00 設 備 工 事 業

株 式 会 社 テ ク ス 宮 城 30 100.00 設 備 工 事 業

株 式 会 社 テ ク ス 福 島 28 100.00 設 備 工 事 業

宮 城 電 設 株 式 会 社 30 100.00 設 備 工 事 業

グリーンリサイクル株式会社 100 100.00 廃 棄 物 処 理 業

株 式 会 社 ア ク ア ク ラ ラ 東 北 50 90.00 清 涼 飲 料 製 造 業

株 式 会 社 大 雄 電 工 20 100.00 設 備 工 事 業

株 式 会 社 ユ ア ソ ー ラ ー 富 谷 100 95.00 電 気 事 業

株 式 会 社 ユ ア ソ ー ラ ー 保 原 35 100.00 電 気 事 業

株式会社ユアテック配電テクノ 30 100.00 設 備 工 事 業

株式会社ユアテック関東サービス 60 100.00 設 備 工 事 業

有限会社ユアテックベトナム 10 万USドル 100.00 設 備 工 事 業

（注）平成29年４月11日付にて、株式会社ユアテック関東サービスを設立し、連結子会社といたしております。
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（6）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
　企業グループは、主な事業内容として、設備工事業、警備業、不動産業、リース業、廃棄物
処理業、清涼飲料製造業、電気事業等を営んでおります。
　なお、当社は建設業法により特定建設業者（（特－29）第1902号）および一般建設業者

（（般－29）第1902号）として国土交通大臣許可を受け、屋内電気設備工事・配電線工事・送
電線工事・発変電設備工事など電気工事全般、空調設備工事および給排水・衛生設備工事など
管工事全般、情報通信（電気通信）工事ならびに土木・建築工事を請負施工しております。ま
た、これらの事業のほかに測量・測水および地質調査ならびに電気機械器具および工事材料の
販売を行っております。

（7）主要拠点（平成30年３月31日現在）
ａ．当 社

名 称 所 在 地
本 社 宮 城 県 仙 台 市

東 京 本 部 東 京 都 千 代 田 区

青 森 支 社 青 森 県 青 森 市

岩 手 支 社 岩 手 県 盛 岡 市

秋 田 支 社 秋 田 県 秋 田 市

宮 城 支 社 宮 城 県 仙 台 市

山 形 支 社 山 形 県 山 形 市

福 島 支 社 福 島 県 福 島 市

新 潟 支 社 新 潟 県 新 潟 市

北 海 道 支 社 北 海 道 札 幌 市

東 京 支 社 東 京 都 千 代 田 区

横 浜 支 社 神 奈 川 県 横 浜 市

大 阪 支 社 大 阪 府 大 阪 市
（注） 上記のほか、営業所等が68箇所あります。
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ｂ．重要な子会社の本社所在地
　

会 社 名 本 社 所 在 地

株 式 会 社 ト ー ク ス 宮 城 県 仙 台 市

株 式 会 社 ニ ュ ー リ ー ス 宮 城 県 仙 台 市

株 式 会 社 ユ ー ト ス 宮 城 県 岩 沼 市

株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク サ ー ビ ス 山 形 県 山 形 市

株 式 会 社 テ ク ス 宮 城 宮 城 県 仙 台 市

株 式 会 社 テ ク ス 福 島 福 島 県 郡 山 市

宮 城 電 設 株 式 会 社 宮 城 県 仙 台 市

グ リ ー ン リ サ イ ク ル 株 式 会 社 宮 城 県 富 谷 市

株 式 会 社 ア ク ア ク ラ ラ 東 北 宮 城 県 仙 台 市

株 式 会 社 大 雄 電 工 宮 城 県 仙 台 市

株 式 会 社 ユ ア ソ ー ラ ー 富 谷 宮 城 県 富 谷 市

株 式 会 社 ユ ア ソ ー ラ ー 保 原 福 島 県 伊 達 市

株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク 配 電 テ ク ノ 新 潟 県 三 条 市

株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク 関 東 サ ー ビ ス 埼 玉 県 川 口 市

有 限 会 社 ユ ア テ ッ ク ベ ト ナ ム ベ ト ナ ム 社 会 主 義 共 和 国 ホ ー チ ミ ン 市
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（8）従業員の状況（平成30年３月31日現在）
ａ．企業グループの従業員の状況

　

区 分
従 業 員 数

前期末比増減
設備工事業 その他の事業 合 計

男 性 3,980 名 397 名 4,377 名 48 名

女 性 371 58 429 16

合 計 4,351 455 4,806 64
　

ｂ．当社の従業員の状況
　

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 性 3,484 名 33 名 42.0 歳 19.3 年

女 性 263 7 42.0 19.7

合 計 3,747 40 42.0 19.5

（9）主要な借入先（平成30年３月31日現在）
　企業グループの主要な借入先、借入金残高は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社七十七銀行 2,186

株式会社みずほ銀行 1,410

株式会社仙台銀行 816

株式会社東邦銀行 750

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 420
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2. 会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 160,000,000株
（2）発行済株式の総数 72,224,462株
（3）株 主 数 5,673名
（4）大 株 主

株 主 名 当社への出資状況
持株数 持株比率

千株 ％

東北電力株式会社 29,915 41.83

ユアテック従業員持株会 5,635 7.87

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,570 2.19

日本生命保険相互会社 1,381 1.93

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,291 1.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,286 1.79

株式会社七十七銀行 942 1.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 920 1.28

GOVERNMENT OF NORWAY 757 1.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 674 0.94

（注）１．当社は自己株式710千株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
また、持株比率も自己株式を控除して計算しております。

２．上記株主名の表記は、総株主通知に基づいて記載しております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
ａ．単元株式数の変更

　全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」を踏まえ、投資家のみなさまにと
って、より投資しやすい環境を整え、当社株式の流動性や株主のみなさまの利便性向上をは
かる観点から、平成29年７月26日開催の取締役会決議に基づき、同年10月１日付にて単元
株式数を1,000株から100株へ変更いたしました。

ｂ．自己株式の取得
　当社株式の流動性および市場価格、資本効率ならびに財務状況等を総合的に勘案したうえ
で、株主のみなさまへの利益還元を重視する観点から、平成30年２月28日開催の取締役会
決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得いたしました。

（a）取得対象株式の種類 普通株式
（b）取得した株式の総数 8,000,000株
（c）取得価額 6,784,000,000円
（d）取得日 平成30年３月１日
（e）取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）

による買付け

ｃ．自己株式の消却
　将来の自己株式売出しに伴う１株当たり株式価値の希薄化懸念を払拭する観点から、平成
30年２月28日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を消却いたしました。

（a）消却した株式の種類 普通株式
（b）消却した株式の数 9,000,000株
（c）消却日 平成30年３月９日
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況
矢 萩 保 雄 取締役会長

佐 竹 勤 取締役社長

太 田 良 治 専務取締役（営業本部長、
企業倫理担当）

及 川 昌 洋 専務取締役（電力本部長）

丸 山 稔 常務取締役

渡 辺 洋 一 常務取締役（営業本部副本部長
兼情報通信本部長）

中 山 哲 克 常務取締役（新潟支社長）

小 林 郁 見 常務取締役（営業本部副本部長
兼 東 京 本 部 長）

小笠原 達 治 常務取締役（ＩＲ担当）

坂 本 光 弘 取締役 東北電力株式会社取締役副社長

三 井 精 一 取締役

福 井 邦 顯 取締役 日本全薬工業株式会社取締役会長
ゼノアックリソース株式会社取締役社長

小野寺 雄 一 常勤監査役

加 藤 裕 之 常勤監査役

山 本 俊 二 監査役 東北電力株式会社常務取締役

小 野 浩 一 監査役 弁護士
東二番丁通法律事務所代表

大 滝 精 一 監査役 東北大学大学院経済学研究科教授
（注）１．取締役会長、取締役社長、専務取締役は、いずれも代表取締役であります。

２．取締役および監査役は、平成29年６月27日開催の第103回定時株主総会において選任されたもので
あります。

ただし、監査役小野浩一は、平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会において、常勤監査役
加藤裕之、監査役山本俊二は、いずれも平成28年６月24日開催の第102回定時株主総会において選任
されたものであります。

３．取締役三井精一、取締役福井邦顯は、いずれも社外取締役であります。
４．常勤監査役小野寺雄一、監査役小野浩一、監査役大滝精一は、いずれも社外監査役であります。
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５．取締役三井精一、取締役福井邦顯、監査役小野浩一、監査役大滝精一は、いずれも株式会社東京証券
取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員であります。

６．取締役副社長小野保彦、専務取締役遠藤和雄、常務取締役庄司正博は、いずれも平成29年６月27日
退任いたしました。

７．常勤監査役坂本敏昭は、平成29年６月27日辞任いたしました。
８．取締役三井精一は、株式会社仙台銀行の相談役であります。同行は、当社企業グループの主要な借入

先の一つでありますが、当事業年度末日における当社の連結総資産に対する同行からの借入金残高の割
合は0.5％未満であります。また、当社と同行との間には、工事請負契約等の取引関係がありますが、
当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割合は0.01％未満であります。

９．取締役福井邦顯は、日本全薬工業株式会社の取締役会長およびゼノアックリソース株式会社の取締役
社長であります。当社と日本全薬工業株式会社との間には、工事請負契約等の取引関係がありますが、
当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割合は0.06％未満であります。なお、当
社とゼノアックリソース株式会社との間には、取引関係はありません。

10．監査役小野浩一は、弁護士であり、東二番丁通法律事務所の代表であります。当社と同事務所との間
には、取引関係はありません。

11．監査役大滝精一は、東北大学大学院の経済学研究科教授であります。当社と同大学との間には、工事
請負契約等の取引関係がありますが、当事業年度における当社の連結売上高に対する当該取引金額の割
合は0.05％未満であります。

12．平成30年４月１日付にて、取締役の地位および担当が次のとおり異動しております。

氏 名
地位および担当

変更前 変更後
太 田 良 治 専務取締役（営業本部長、

企業倫理担当） 取締役副社長（営業本部長、
企業倫理担当）

13．平成30年４月１日付にて、取締役および監査役の重要な兼職の状況が次のとおり異動しております。

氏 名
重要な兼職の状況

変更前 変更後
坂 本 光 弘 東北電力株式会社取締役副社長 東北電力株式会社取締役副社長

副社長執行役員
山 本 俊 二 東北電力株式会社常務取締役 東北電力株式会社取締役

常務執行役員
大 滝 精 一 東北大学大学院経済学研究科教授 学校法人至善館理事副学長

　
（2）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除
く。）および監査役との間で、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で規定する額としておりま
す。
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（3）取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 人 数 報酬等の総額

取 締 役 15名 199百万円
監 査 役 ６名 37百万円
合 計 21名 236百万円

（注）１．上記には、平成29年６月27日開催の第103回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名お
よび社外監査役１名に対して支給した報酬等を含んでおります。

２．上記のうち、社外役員（社外取締役および社外監査役）に対する報酬等の総額は６名26百万円であり
ます。

３．上記のほか、平成29年６月27日開催の第103回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記
のとおり支給しております。

　退任取締役 ３名 54百万円
　退任監査役 １名 ３百万円
上記の役員退職慰労金には、過年度ならびに当事業年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含

めた退職慰労引当金の繰入額（取締役分54百万円、監査役分３百万円）が含まれております。
　
（4）社外役員の主な活動状況

氏 名 取締役会への
出席回数(出席率)

監査役会への
出席回数(出席率) 取締役会等における発言その他の活動状況

三 井 精 一
（取 締 役）

８回中８回
（100％）

－
（－）

金融機関の経営者としての豊富な経験と幅広い
見識に基づき、適宜必要な発言を行っております。

福 井 邦 顯
（取 締 役）

８回中７回
（ 88％）

－
（－）

会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に
基づき、適宜必要な発言を行っております。

小野寺 雄 一
（監 査 役）

６回中６回
（100％）

６回中６回
（100％）

親会社における豊富な業務経験と幅広い見識に
基づき、適宜必要な発言を行っております。

小 野 浩 一
（監 査 役）

８回中８回
（100％）

７回中７回
（100％）

弁護士としての豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、適宜必要な発言を行っております。

大 滝 精 一
（監 査 役）

８回中７回
（ 88％）

７回中７回
（100％）

大学院教授としての豊富な経験と幅広い見識に
基づき、適宜必要な発言を行っております。

　

（注）監査役小野寺雄一は、平成29年６月27日開催の第103回定時株主総会において選任されたものであ
ります。
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4. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額
ａ．当社が支払うべき報酬等の額 47百万円
ｂ．当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 47百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記
ａ．の金額はこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち、海外に所在する有限会社ユアテックベトナムは、当社の会計監査人以外
の監査法人の監査を受けております。

３．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画、監査の実施状況、および報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監
査人の報酬等について同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　当社は会計監査人から、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、海外子会社の連結決算処
理等に関する助言・指導を受けております。

　
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている解任事由に該当する
と判断した場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任する。
　監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人の監査品質、監査実施の有効性および効率性な
どを勘案して、会計監査人として適当でないと判断した場合は、会計監査人の解任または不再
任に関する株主総会提出議案の内容を決定する。
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5. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項および当該体制の運用状況
　当社は、「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」を次のとおり決議しておりま
す（最終改定：平成30年３月28日）。
　
【業務の適正を確保するための体制に関する基本方針】
　
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、社会の一員として、法令および定款に適合し、公正・透明かつ効率的に事業活動を
推進し、社会的責任を果たす。
　取締役会を、会社法および社内規程に基づき、必要に応じて開催する。取締役会では、経営
に関する重要な計画をはじめ、当社の業務執行の重要事項を決定するとともに、取締役から業
務執行状況の報告を受ける。また、取締役の職務の執行につき相互に監督する。
　常務会を、原則として毎週開催し、取締役会決議に基づき、全般的な業務運営の方針および
計画ならびに重要な業務の執行について協議する。
　東北電力グループ行動指針を踏まえて当社の企業行動指針を策定し、取締役は本指針を率先
垂範するとともに、自らの役割として指針の精神の徹底に努める。また、社長を委員長とする
企業倫理委員会を設置するとともに、企業倫理担当役員を置き、事業活動における企業倫理・
法令遵守を推進する。さらに、企業倫理相談窓口を開設し、相談者保護をはかりながら相談案
件等の調査を行う等適正に運用する。
　なお、反社会的勢力からの不当な介入や要求に対しては、関連する社内規程等に基づき、毅
然として対応する。
　内部監査部門を設置し、当社業務の有効性・効率性および法令遵守を確保するため内部監査
を実施するとともに、その結果を社長に報告する。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る文書、電磁的情報その他の情報について、社内規程に基づき、適
切に管理・保存し、必要に応じて取締役が閲覧できるものとする。
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社の業務執行に係るリスクについて、その内容に応じて、関連する社内規程に基
づき、各部門または社内会議体等を活用する等、適切に対応する。
　定期的に事業活動に係るリスクの抽出・評価を行い、経営に重大な影響を及ぼすおそれのあ
るリスクについては、その対策等を毎年度の各部門が策定する事業計画に織り込み、管理サイ
クルの中でリスク管理を実践する。
　当社経営に重大な影響を及ぼす各種の危機に対処し、危機の未然防止または危機が発生した
場合の被害を最小限度にとどめるため社内規程を定め、社内委員会を設置する。
　自然災害に係るリスクについては、社内規程を定めるとともに、災害を想定した訓練を行う
等、リスク発生に備える。
　また、安全・品質管理体制を確立するとともに、社員の安全・品質意識を高め、労働災害の
未然防止と品質の確保をはかるため社内規程を定め、社内委員会を設置する。
　そのほか、社内規程を定め、当社の収益に重大な影響を及ぼす、不良債権の発生を防止す
る。
　リスク管理の状況については、必要に応じて、常務会等を通じて取締役に報告する。

　
（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　代表取締役ならびに業務を担当する取締役は、取締役会決議に基づき、当社の業務執行を行
う。その際、経営環境の変化に迅速に対応するため、常務会や社内会議体の活用、業務の見直
しや労働環境の整備等により、効率的な業務執行を行う。
　代表取締役ならびに業務を担当する取締役は、その職務の執行を効率的に行うため、次の措
置を講じる。

ａ．経営理念・経営の方向性を使用人に徹底するとともに、経営に関する重要な計画のほ
か、各種計画を策定し、業務執行における重点施策、目標を明確化するとともに、実施結
果の評価を行う。

ｂ．業務執行は、組織および職務権限に関する規程に基づき、所定の手続きを経て行う。
ｃ．取締役会等諸会議における報告、使用人との意見交換、お客さまをはじめとする当社に

関わりのある皆さまとの接触等により、経営に関わる情報を収集し、職務の執行に反映す
る。

　内部監査部門は、効率的な業務執行がなされるよう内部監査を実施するとともに、その結果
を社長に報告する。
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（5）使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　使用人は、代表取締役ならびに業務を担当する取締役の指揮命令のもと、企業行動指針等の
規範を遵守し、組織および職務権限に関する規程に基づき、職務の執行を行う。
　使用人の職務の執行は、業務執行の決定手続きや報告等を通じて、取締役の監督を受ける。
　企業倫理委員会を設置し、企業行動指針の徹底、教育・啓発活動等を行い、事業活動におけ
る企業倫理・法令遵守を推進する。また、企業倫理相談窓口を開設し、相談者保護をはかりな
がら相談案件の調査を行い、企業倫理委員会へ定期的に報告等を行う。
　内部監査部門は、使用人の企業倫理・法令遵守を確保するため内部監査を実施するととも
に、その結果を社長に報告する。

　
（6）当社ならびに親会社および子会社からなる企業グループにおける業務の適正を確保するため
の体制
ａ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、企業グループにおける業務が適正かつ効率的に行われるよう社内規程を定め、グ
ループ会社各社に対し、重要事項について事前協議および報告を求め、指導・助言を実施す
る。

ｂ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、社内規程を定め、グループ会社各社に対し、経営に関する重要な計画を策定させ
るとともに、主要な会社から定期的に計画の進捗状況の報告を受け、各社におけるリスクに
ついて把握する。
　当社は、グループ会社各社に対し、事前協議および報告を通じて把握した各社の重要なリ
スクへの対応について、指導・助言を実施する。
　また、当社のグループ会社管理部門または関係各部門は、グループ会社各社における重大
なリスクの発生および企業倫理・法令違反について、常務会等に報告する。

ｃ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、企業グループ経営に関する重要計画の周知や企業グループ連絡会の開催等、企業
グループ経営を推進する。
　当社は、グループ会社各社に対し、業務執行にあたっては、社内会議体を活用する等効率
的に行うとともに、組織および職務権限に関する規程に基づき、所定の手続きを経て業務執
行を行うよう、適宜、指導・助言を実施する。
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ｄ．子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
　当社は、グループ会社各社に対し、東北電力グループ行動指針を踏まえて各社の企業行動
指針を策定する等、法令と法の精神の遵守を徹底するよう、適宜、指導・助言を実施する。
　また、当社は、各社の企業倫理・法令遵守の状況について、適宜、把握するとともに、各
社の企業倫理・法令遵守の担当責任者に対する指導・助言等により企業倫理・法令遵守の徹
底をはかる。
　当社の企業倫理相談窓口は、グループ会社各社の取締役、監査役および使用人からの相談
も受け付ける。また、相談案件の処理状況を企業倫理委員会に報告する。

ｅ．その他当社および子会社からなる企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
　内部監査部門は、グループ会社各社における内部監査の状況を勘案し、主要な会社につい
ては必要に応じて直接内部監査を実施する。

ｆ．親会社等との取引における業務の適正を確保するための体制
　当社は、親会社等との取引について、必要な手続きを経て内容の妥当性を判断の上、適正
に実施する。重要な取引や異例な取引については取締役への決定手続きを行い、承認を得
る。
　当社は、当社およびグループ会社各社における企業倫理・法令遵守およびリスク管理上重
要な事項について、親会社へ報告または協議し、適切な対応に努める。
　当社は、親会社の内部監査部門の内部監査を受け入れ、企業倫理・法令遵守に関する課
題、問題の把握に努める。

　
（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
　監査役を補助することを職務とする組織を設置し、専属の使用人を置く。

　
（8）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助する組織の職務は監査補助に限定し、同組織に所属する使用人を監査補助以外
の業務には従事させない。

　
（9）監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役を補助する組織に所属する使用人は監査役の直轄下に置き、同組織に所属する使用人
の人事に関しては、事前に監査役と協議する。
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（10）監査役への報告に関する体制
ａ．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制

　取締役および使用人は、当社の業務執行上重要と判断した事項について、監査役に報告す
る。
　取締役および使用人は、監査役が監査のために報告を求めた場合は、これに応じる。
　また、企業倫理相談窓口に対する取締役および使用人による相談案件の概要について、監
査役に報告する。

ｂ．子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報
告をするための体制
　当社の取締役および使用人は、グループ会社各社における重大なリスクの発生および企業
倫理・法令違反について、監査役に報告する。
　また、当社の企業倫理相談窓口に対するグループ会社各社の取締役、監査役および使用人
による相談案件の概要について、監査役に報告する。
　

（11）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

　当社は、監査役へ報告した者に対して、報告したことを理由として不利な取扱いを行わな
い。
　また、グループ会社各社に対し、監査役へ報告した者に対して、報告したことを理由として
不利な取扱いを行わないよう、徹底する。

　
（12）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行に伴い生ずる費用を請求するときには、当該請求に係る費用が職務
の執行に必要がないと判断される場合を除き、これに応ずる。

　
（13）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会のほか、常務会等重要な諸会議に出席するとともに、当社が保存・管理
する資料等を閲覧することができる。
　代表取締役と監査役とは、経営環境や重要課題等について相互に認識を深めるため、定期的
に会合を持つ。
　監査役の監査成果を高めるため、内部監査部門は、内部監査の結果を監査役に情報提供す
る。
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【業務の適正を確保するための体制に関する運用状況（概要）】
　

（1）職務執行の適正性および効率性の確保に係る取り組みの状況
　当社は、会社法および社内規程に基づき取締役会を適宜開催し、業務執行上の重要事項を決
議するとともに、業務執行状況の報告を行っております。また、常務会を原則毎週開催して、
取締役会において審議される事案を事前に協議し、取締役の職務執行の適正性・効率性確保に
努めております。
　当社は、「ユアテック成長戦略2020ビジョン」や「中期経営方針」を踏まえ、中期的な計画
を策定し、PDCAサイクルを的確に展開して効率的な業務運営に努めております。
　経営層による事業所訪問を実施し、当社を取り巻く事業環境や経営の方向性、労働環境の改
善、ユアテック安全文化の構築などの諸課題について対話を行い、理解の浸透・共有化をはか
っております。
　労働環境の改善については、社長を委員長とする「働き方改革推進委員会」において、業務
改善や効率化施策の検討を進めるとともに、勤務管理体制の充実・強化、社内研修の実施等に
より、労働時間管理の適正化および労働意識の改革などの取り組みを進めております。
　なお、内部監査部門は、年度計画に基づき業務全般にわたる内部監査を実施し、その結果を
定期的に常務会に報告しております。

　
（2）企業倫理・法令遵守に係る取り組みの状況

　当社は、「ユアテック企業行動指針」を制定するとともに、社長を委員長とする「企業倫理
委員会」において、年度ごとに「企業倫理活動基本計画」を策定し、企業倫理担当役員を中心
に企業倫理・法令遵守活動を推進しております。10月に実施する「ユアテック企業倫理月間」
では、各種啓発活動等の企業グループ一体となった活動を展開しております。
　また、「企業倫理相談窓口」等の内部通報窓口を社内外に設置し、企業グループを含めた役
職員の職務執行に係る法令違反行為などの早期発見と是正に努めております。
　さらに、職場での自律的活動の推進などにより、企業倫理あるいは法令遵守等の意識の理
解・浸透にも努めております。

　
（3）損失の危険の管理に係る取り組みの状況

　当社は、各本部・部門において業務執行に係るリスクの抽出、分析・評価を行い、重大な影
響を及ぼすおそれのあるリスクについては、それぞれの中期計画に織り込み、リスク管理を行
っております。
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　経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、最新の危機事例集の情報共有化
の取り組みを行うことで、その未然防止をはかるとともに、危機管理規程を定め、危機が発生
した場合の被害を最小限にとどめるための体制を確立しております。
　自然災害に対するリスクについては、自然災害の発生を想定して定期的に訓練を実施し、社
内規程に定める対応体制構築や対応能力の向上に努めるとともに、その適正性についても検証
しております。
　また、安全管理体制を確立するとともに、安全推進委員会において、安全文化の構築に向け
た諸施策を検討・実施し、社員の安全意識を高め、労働災害の未然防止をはかっております。
　施工品質については、施工品質管理体制を確立するとともに、施工品質向上委員会において
施工品質の確保に向けた諸施策を検討・実施し、社員の品質意識の向上に努めております。
　そのほか、社内規程を定め、当社の収益に重大な影響を及ぼす不良債権の発生防止に努めて
おります。

　
（4）企業グループにおける業務の適正確保に係る取り組みの状況

　当社は、「関係会社業務規程」および「関係会社業務取扱要領」を定め、グループ会社各社
の重要事項について事前協議および報告を求め、指導・助言を実施しております。定期的に

「関係会社社長会」を開催し、「中期経営方針」等を共有化しております。また、グループ会社
各社は「危機管理規程」や災害対応マニュアル等を制定し、危機管理・非常災害時の情報連携
等の対応体制を整備しております。さらに、「ユアテック企業倫理月間」や、グループ会社各
社との連絡会等における各社への支援を通じ、グループの一体感醸成と企業倫理・法令遵守の
活動を展開しております。

　
（5）監査役監査の実効性確保に係る取り組みの状況

　監査役は、取締役会および常務会等の重要な諸会議に出席しているほか、会社が保存・管理
する各種資料の閲覧、その他監査業務の執行に必要な調査などにより、会社の業務執行状況に
ついて確認しております。また、当社は「企業倫理相談窓口」等の内部通報窓口の受付・処理
状況を定期的に監査役に報告しております。
　代表取締役は、経営環境や重要課題等について相互に認識を深めるため、監査役と定期的に
会合を持っております。また、内部監査部門では内部監査結果の情報提供を行うなど監査役と
連携をはかっております。
　監査役の職務を補助する組織として「監査役室」を設置して、専属の使用人を配置しており
ます。なお、この組織は監査役の直轄下に置き、監査役の職務執行に必要な費用については、
会社法の定めに基づき対応しております。
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連結貸借対照表（平成30年３月31日現在）
　

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 126,762 流 動 負 債 57,459
現 金 預 金 30,959 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 31,490
受取手形・完成工事未収入金等 67,077 電 子 記 録 債 務 10,470
電 子 記 録 債 権 6,142 短 期 借 入 金 2,910
リース債権及びリース投資資産 4,271 未 払 法 人 税 等 3,266
未 成 工 事 支 出 金 2,854 工 事 損 失 引 当 金 191
繰 延 税 金 資 産 2,119 役 員 賞 与 引 当 金 93
そ の 他 13,347 そ の 他 9,038
貸 倒 引 当 金 △9 固 定 負 債 23,251

固 定 資 産 64,438 長 期 借 入 金 6,468
有 形 固 定 資 産 46,223 再評価に係る繰延税金負債 1,412

建 物 ・ 構 築 物 18,972 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 118
機械・運搬具・工具器具備品 9,615 退 職 給 付 に 係 る 負 債 14,742
土 地 17,043 そ の 他 511
そ の 他 592 負 債 合 計 80,710
無 形 固 定 資 産 1,376 純 資 産 の 部
投資その他の資産 16,838 株 主 資 本 111,656

投 資 有 価 証 券 10,286 資 本 金 7,803
退 職 給 付 に 係 る 資 産 1,327 資 本 剰 余 金 7,819
繰 延 税 金 資 産 4,474 利 益 剰 余 金 96,409
そ の 他 957 自 己 株 式 △375
貸 倒 引 当 金 △206 その他の包括利益累計額 △1,198

その他有価証券評価差額金 306
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,999
為 替 換 算 調 整 勘 定 11
退職給付に係る調整累計額 483

非 支 配 株 主 持 分 32
純 資 産 合 計 110,490

資 産 合 計 191,201 負 債 純 資 産 合 計 191,201
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連結損益計算書（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
　

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 213,251
売 上 原 価 183,487
売 上 総 利 益 29,763

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 17,977
営 業 利 益 11,786
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 289
受 取 賃 貸 料 252
そ の 他 398 940
営 業 外 費 用

為 替 差 損 220
遊 休 資 産 諸 費 用 33
そ の 他 36 291
経 常 利 益 12,435
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 19
投 資 有 価 証 券 売 却 益 63
そ の 他 4 87
特 別 損 失

減 損 損 失 110
固 定 資 産 除 却 損 23
固 定 資 産 撤 去 費 22
そ の 他 4 160
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,362
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,048
法 人 税 等 調 整 額 △69
当 期 純 利 益 8,384
非支配株主に帰属する当期純利益 5
親会社株主に帰属する当期純利益 8,378
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連結株主資本等変動計算書（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
　

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 7,803 7,819 96,763 △760 111,626
当期変動額

剰余金の配当 △1,590 △1,590
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,378 8,378
土地再評価差額金の取崩 31 31
自己株式の取得 △6,790 △6,790
自己株式の消却 △7,175 7,175 ―
利益剰余金から資本剰
余金への振替 7,174 △7,174 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当期変動額合計 ― △0 △354 384 29
当期末残高 7,803 7,819 96,409 △375 111,656

　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 261 △1,967 13 △359 △2,052 27 109,601
当期変動額

剰余金の配当 △1,590
親会社株主に帰属する
当期純利益 8,378

土地再評価差額金の取崩 31
自己株式の取得 △6,790
自己株式の消却 ―
利益剰余金から資本剰
余金への振替 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 45 △31 △1 842 853 5 858

当期変動額合計 45 △31 △1 842 853 5 888
当期末残高 306 △1,999 11 483 △1,198 32 110,490
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 15社
すべての子会社を連結の範囲に含めている。
連結子会社の名称

㈱トークス・㈱ニューリース・㈱ユートス・㈱ユアテックサービス・㈱テクス宮城・㈱テクス福島・宮城電設㈱・
グリーンリサイクル㈱・㈱アクアクララ東北・㈱大雄電工・㈱ユアソーラー富谷・㈱ユアソーラー保原・
㈱ユアテック配電テクノ・㈱ユアテック関東サービス・㈲ユアテックベトナム
当連結会計年度より、新たに設立した㈱ユアテック関東サービスを連結の範囲に含めている。

２．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができない複合金融商品について
は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上している。

その他有価証券
時価のあるもの ………………… 連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 …………………… 個別法による原価法
材料貯蔵品 ………………………… 総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定）
（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他につ
いては定率法によっている。

②無形固定資産
定額法によっている。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
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（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

②工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ金額を
合理的に見積ることができる場合に、その損失見込額を計上している。

③役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上している。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工
事契約については、工事完成基準を適用している。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の
見積りは、原価比例法によっている。

②消費税等の会計処理
消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

③退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
a.退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっている。

b.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、主として、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額を、発生の翌連結会計年度から費用処理している。過去勤務費用は、その発生時に費用処理し
ている。

c.小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法によっている。

　
（表示方法の変更に関する注記）　

（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において区分掲記していた「有価証券」（当連結会計年度末 1,000百万円）は、重要性が乏しくなったため、当
連結会計年度より流動資産の「その他」に含めて表示した。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において区分掲記していた特別利益の「受取損害賠償金」（当連結会計年度 ４百万円）は、重要性が乏しくなっ
たため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示した。
　前連結会計年度において区分掲記していた特別損失の「固定資産売却損」（当連結会計年度 ０百万円）は、重要性が乏しくなっ
たため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示した。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 37,314百万円

　
２．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示している。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は 34百万円である。

　
３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額につい
ては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定し
た価額」に、合理的な調整を行って算定している。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △4,474百万円

（連結損益計算書に関する注記）
１．工事進行基準による売上高 86,338百万円

　
２．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 191百万円

　
３．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 149百万円

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 81,224,462 ― 9,000,000 72,224,462
（変動事由の概要）
　減少は、自己株式の消却によるものである。

２．自己株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,701,951 8,008,628 9,000,000 710,579
（変動事由の概要）
　１ 増加は、単元未満株式の買取り（8,628株）及び取締役会決議による自己株式の取得（8,000,000株）によるものである。
　２ 減少は、自己株式の消却によるものである。
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３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会 普通株式 795 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日

平成29年10月25日
取締役会 普通株式 795 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日

計 1,590
　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成30年６月26日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案している。

配当金の総額 715百万円
１株当たり配当額 10.00円
基準日 平成30年３月31日
効力発生日 平成30年６月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定している。
　
（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、預金等による短期的な資金運用を行っているほか、余裕資金を効率的に運用するため、元本を毀損するこ
とのない複合金融商品を満期保有目的で利用しており、投機的な取引は行わない方針である。
　また、親会社である東北電力㈱のグループ内における資金の相互融通のため、余裕資金をグループファイナンス事業資金と
して預け入れしている。
　なお、当社の連結子会社における運転資金等の調達については、当社からの貸出及び銀行等からの借入により行っている。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 「預け金」は、東北電力㈱の子会社であるＴＤＧビジネスサポート㈱に対するものであり、契約不履行により生じる信用リス
クはほとんどない。
 「受取手形・完成工事未収入金等」及び「電子記録債権」は、営業債権であり、取引先の債務不履行リスクに晒されている。
当該リスクに関しては、社内規程に従い、取引先ごとに期日管理と残高管理を行っている。
 「有価証券」は、主に債券及び譲渡性預金であり、取引先の債務不履行リスクを有しているが、信用度の高い金融機関等を取
引相手としており、信用リスクはほとんどない。
 「投資有価証券」のうち債券は、主に満期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスク及び為替の変動リスクを有している
が、社内規程に基づき、資金運用管理委員会において審議及びリスク管理を行っており、取引先の債務不履行に係るリスクは
ほとんどない。
 「投資有価証券」のうちその他有価証券は、主として取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されているが、定
期的に時価や取引先の財務状況等を把握し、さらに、取引先との関係を勘案して保有状況を継続的に見直している。
 「支払手形・工事未払金等」及び「電子記録債務」は、そのほとんどが１年以内の支払期日である。
 「短期借入金」及び「長期借入金」は、連結子会社のリース資産取得及び設備建設に必要な資金の調達を目的としている。な
お、長期借入金は、その大部分を固定金利で調達しており、金利の変動リスクは限定的である。
 「流動負債その他 未成工事受入金」は、工事の完成引渡し完了後に完成工事未収入金と相殺される債務である。
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（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれている。当
該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が変動することも
ある。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
る。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていない（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

資産

（1）現金預金 30,959 30,959 ―

（2）受取手形・完成工事未収入金等 67,077 67,077 ―

（3）電子記録債権 6,142 6,142 ―

（4）流動資産その他

① 預け金 8,700 8,700 ―

② 有価証券 1,000 1,000 ―

（5）投資有価証券

① 満期保有目的の債券 8,934 8,749 △185

② その他有価証券 902 902 ―

負債

（6）支払手形・工事未払金等 31,490 31,490 ―

（7）電子記録債務 10,470 10,470 ―

（8）短期借入金

　 長期借入金（１年以内） 2,910 2,944 34

（9）流動負債その他

　 未成工事受入金 2,031 2,031 ―

（10）長期借入金（１年超） 6,468 6,415 △52

　
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産
（1）現金預金、（2）受取手形・完成工事未収入金等、（3）電子記録債権、（4）流動資産その他 ①預け金 ②有価証券

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
（5）投資有価証券

債券（複合金融商品を含む）は、取引金融機関から提示された価格によっており、その他有価証券は、取引所の価格によっ
ている。
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負 債
（6）支払手形・工事未払金等、（7）電子記録債務、（9）流動負債その他 未成工事受入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
（8）短期借入金 長期借入金（１年以内）、（10）長期借入金（１年超）

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっている。
（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 448百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（5）投資有価証券 ②その他有価証券」には含めていない。
　
（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,544円 57銭
　

２．１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 118円 69銭
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貸借対照表（平成30年３月31日現在）
　

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 110,982 流 動 負 債 52,094
現 金 預 金 22,391 支 払 手 形 2,670
受 取 手 形 2,388 電 子 記 録 債 務 10,470
電 子 記 録 債 権 6,142 工 事 未 払 金 28,344
完 成 工 事 未 収 入 金 62,991 リ ー ス 債 務 962
有 価 証 券 1,000 未 払 法 人 税 等 2,901
未 成 工 事 支 出 金 2,534 未 成 工 事 受 入 金 1,820
繰 延 税 金 資 産 1,853 工 事 損 失 引 当 金 191
そ の 他 11,682 役 員 賞 与 引 当 金 43
貸 倒 引 当 金 △1 そ の 他 4,690

固 定 資 産 57,111 固 定 負 債 18,975
有 形 固 定 資 産 39,276 リ ー ス 債 務 3,451

建 物 ・ 構 築 物 17,732 再評価に係る繰延税金負債 1,412
機 械 ・ 運 搬 具 581 退 職 給 付 引 当 金 13,712
工 具 器 具 ・ 備 品 873 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 78
土 地 15,807 そ の 他 321
リ ー ス 資 産 3,829 負 債 合 計 71,070
建 設 仮 勘 定 453 純 資 産 の 部
無 形 固 定 資 産 759 株 主 資 本 98,716
投 資その他の資産 17,075 資 本 金 7,803

投 資 有 価 証 券 10,286 資 本 剰 余 金 7,812
関 係 会 社 株 式 1,438 資 本 準 備 金 7,812
長 期 貸 付 金 175 利 益 剰 余 金 83,475
破 産 更 生 債 権 等 71 利 益 準 備 金 1,088
長 期 前 払 費 用 23 そ の 他 利 益 剰 余 金 82,386
繰 延 税 金 資 産 4,387 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 228
そ の 他 887 別 途 積 立 金 81,100
貸 倒 引 当 金 △196 繰 越 利 益 剰 余 金 1,058

自 己 株 式 △375
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △1,692

その他有価証券評価差額金 306
土 地 再 評 価 差 額 金 △1,999
純 資 産 合 計 97,023

資 産 合 計 168,093 負 債 純 資 産 合 計 168,093
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損益計算書（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
　

（単位：百万円）
科 目 金 額

完 成 工 事 高 203,714
完 成 工 事 原 価 176,956
完 成 工 事 総 利 益 26,757

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,801
営 業 利 益 9,955
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 443
受 取 賃 貸 料 363
そ の 他 397 1,204
営 業 外 費 用

支 払 利 息 184
為 替 差 損 220
そ の 他 63 468
経 常 利 益 10,692
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 19
投 資 有 価 証 券 売 却 益 63
受 取 損 害 賠 償 金 4 86
特 別 損 失

減 損 損 失 110
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 20
固 定 資 産 撤 去 費 41
そ の 他 5 178
税 引 前 当 期 純 利 益 10,600
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,332
法 人 税 等 調 整 額 △65
当 期 純 利 益 7,333
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株主資本等変動計算書（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 7,803 7,812 0 7,813 1,088 231 74,800 8,755 84,875
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △3 3 ―
別途積立金の積立 6,300 △6,300 ―
剰余金の配当 △1,590 △1,590
当期純利益 7,333 7,333
土地再評価差額金の取崩 31 31
自己株式の取得
自己株式の消却 △7,175 △7,175
利益剰余金から資本剰余金
への振替 7,174 7,174 △7,174 △7,174
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― ― △0 △0 ― △3 6,300 △7,697 △1,400
当期末残高 7,803 7,812 ― 7,812 1,088 228 81,100 1,058 83,475

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合 計自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土 地
再評価
差額金

評価・換
算差額等
合 計

当期首残高 △760 99,732 261 △1,967 △1,706 98,026
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
別途積立金の積立 ― ―
剰余金の配当 △1,590 △1,590
当期純利益 7,333 7,333
土地再評価差額金の取崩 31 31
自己株式の取得 △6,790 △6,790 △6,790
自己株式の消却 7,175 ― ―
利益剰余金から資本剰余金
への振替 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 45 △31 13 13
当期変動額合計 384 △1,016 45 △31 13 △1,002
当期末残高 △375 98,716 306 △1,999 △1,692 97,023
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができない複合金融商品について
は、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上している。

②子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
③その他有価証券

時価のあるもの ………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法
　

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
①未成工事支出金 …………………… 個別法による原価法
②材料貯蔵品 ………………………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）
　

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他に
ついては定率法によっている。

（2）無形固定資産
　定額法によっている。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

（2）工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、かつ金額を合
理的に見積ることができる場合に、その損失見込額を計上している。

（3）役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。
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（4）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっている。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
　過去勤務費用は、発生事業年度において一括で費用処理している。

（5）役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上している。

　
４．収益及び費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約
については、工事完成基準を適用している。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価
比例法によっている。

　
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

（表示方法の変更に関する注記）
　（損益計算書）

前事業年度において区分掲記していた「遊休資産諸費用」（当事業年度 36百万円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度
より営業外費用の「その他」に含めて表示した。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 31,776百万円

２．保証債務等
（1）保証債務

①金融機関からの借入金に対する保証債務
㈱ユアソーラー保原 140百万円
㈱ユアソーラー富谷 106百万円

②工事請負に係る金融機関の工事契約履行保証等に対する保証債務
㈲ユアテックベトナム 95百万円

（2）保証類似行為
金融機関からの借入金に対する経営指導の念書の差入れ

㈱ニューリース 9,050百万円
（注）連帯保証等において当社の負担額が特定されているものについては、当社の負担額を記載している。
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３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（1）関係会社に対する短期金銭債権 23,347百万円
（2）関係会社に対する長期金銭債権 396百万円
（3）関係会社に対する短期金銭債務 3,528百万円
（4）関係会社に対する長期金銭債務 3,156百万円

４．工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示している。
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は 34百万円である。

５．土地の再評価
　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布 法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額につい
ては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第４号に定める「地価税法第16条に
規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定し
た価額」に、合理的な調整を行って算定している。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △4,474百万円

（損益計算書に関する注記）
１．工事進行基準による完成工事高 85,983百万円
２．関係会社に対する売上高 94,741百万円
３．関係会社からの仕入高 16,430百万円
４．完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 191百万円
５．関係会社との営業取引以外の取引 589百万円
６．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 149百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 81,224,462 ― 9,000,000 72,224,462
（変動事由の概要）
　減少は、自己株式の消却によるものである。

２．自己株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,701,951 8,008,628 9,000,000 710,579
（変動事由の概要）
　１ 増加は、単元未満株式の買取り（8,628株）及び取締役会決議による自己株式の取得（8,000,000株）によるものである。
　２ 減少は、自己株式の消却によるものである。
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：百万円）
繰延税金資産

貸倒引当金 26
未払賞与 1,145
未払事業税 179
退職給付引当金 4,168
その他 2,008

繰延税金資産小計 7,527
評価性引当額 △1,066
繰延税金資産合計 6,461

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △110
固定資産圧縮積立金 △99
その他 △10

繰延税金負債合計 △220
繰延税金資産（負債）の純額 6,240

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別
の内訳

　 当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、100分の５以下であるため注記を省略し
ている。

　
（関連当事者との取引に関する注記）

1 ．親会社及び法人主要株主等
　

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

（百万円）
事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
（百万円）
（注１）

科目
期末残高
（百万円）
（注１）

親会社 東北電力㈱ 仙台市
青葉区 251,441 電気事業

被所有
直接 41.8
間接 0.5

電気工事等
の請負施工

役員の兼任

電気工事等
の請負
（注２）

94,719

完成工事
未収入金 22,813

未成工事
受入金 568

自己株式の
取得
（注３）

6,784 ― ―
　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
（注２）工事の受注について、価格・その他の条件は一般的取引条件によっている。
（注３）自己株式の取得は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付けである。
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　２．兄弟会社等
　

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

（百万円）
事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

TDGビジネス
サポート㈱

仙台市
青葉区 1,500 金融業 ― 資金の

預け入れ
資金の
預け入れ
（注３）

30,900
（注１）

流動資産
「その他」

8,000
（注１）

親会社の
子会社 東 日 本 興 業 ㈱ 仙台市

青葉区 1,000
不動産管理
建築設計・

監理等
被所有
直接 0.1

電気工事等
の請負施工

電気工事等
の請負
（注４）

2,475
（注２）

完成工事
未収入金

1,949
（注２）

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額および期末残高には消費税等が含まれていない。
（注２）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
（注３）余裕資金を先方の提示条件及び市中の金利を考慮のうえ預け入れている。
（注４）工事の受注について、価格・その他の条件は一般的取引条件によっている。

　
　３．子会社及び関連会社等
　

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

（百万円）
事業の内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
（百万円）
（注１）

科目
期末残高

（百万円）
（注１）

子会社 ㈱ニューリース 仙台市
青葉区 50 リース業 所有

直接100.0
車両・事務用
機器・工事用
機械のリース

保証類似行為
（注２） 9,050 ― ―

リースによる
車両等の取得
（注３）

1,088 リース債務
（流動） 858

リース債務
の返済
（注３）

865

リース債務
（固定） 2,974リース資産

支払利息
（注３）

176
　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。
（注２）借入金について、取引銀行に対し経営指導の念書を差入れている。
（注３）リース取引について、価格・その他の条件は一般的取引条件によっている。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,356円 71銭

　
２．１株当たり当期純利益 103円 88銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク
　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 川 高 広 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 有 倉 大 輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ユアテックの平成29年４月１日から平成
30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ユアテック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク
　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 川 高 広 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 有 倉 大 輔 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユアテックの平成29年４月１日か
ら平成30年３月31日までの第104期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第104期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告
を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通をはかり、情報の収集および監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決定書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務およ
び財産の状況を調査いたしました。子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および
情報の交換をはかり、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社および子会社か
ら成る企業グループの業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項およ
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役および使用人からその構築および運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規
則第118条第５号イの留意した事項および同号ロの判断および理由については、取締役会その他における
審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る
事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書
ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記
表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

四 事業報告に記載されている親会社との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さな
いように留意した事項および当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断お
よびその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成30年５月９日
株式会社ユアテック 監査役会

常勤監査役 小 野 寺 雄 一 ㊞
常勤監査役 加 藤 裕 之 ㊞
監 査 役 山 本 俊 二 ㊞
監 査 役 小 野 浩 一 ㊞
監 査 役 大 滝 精 一 ㊞

（注）常勤監査役小野寺雄一、監査役小野浩一、監査役大滝精一の３氏は、会社法第２条第16号に定める
社外監査役であります。

以 上
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「インターネット等による議決権行使のご案内」
　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは
携帯電話（EZweb、ｉモード、Yahoo! ケータイ）＊ から、当社の指定す
る議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていた
だくことによってのみ実施可能です（ただし、毎日午前２時から午前５時
までは取り扱いを休止します。）。
＊�「EZweb」はKDDI株式会社、「ｉモード」は株式会社NTTドコモ、「Yahoo! 」は米国

Yahoo!Inc.の商標または登録商標です。

（パソコンの場合）

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にて、議決権行使書用紙に記載された「ログイ
ンID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

　パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アン
チウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主さまのインターネット利用環境によっては、ご
利用できない場合もございます。
　携帯電話による議決権行使は、EZweb、ⅰモード、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご利用ください。また、セキュリ
ティ確保のため、暗号化通信（TLS通信）および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりませんので、ご了承くださ
い。

❶「次の画面へ」をクリック ❷�お手元の議決権行使書用紙に
記載された「ログインID」お
よび「仮パスワード」を入力
❸「ログイン」をクリック

❹�「現在のパスワード」、「新しい
パスワード」、「新しいパスワー
ド（確認用）」をそれぞれ入力。
パスワードはお忘れにならな
いようご注意願います。
❺「送信」をクリック

議決権行使サイトへ
アクセスする。

以降は画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

ログインする。 パスワードを登録する。１

４

２ ３

❶
❷

❸ ❹
❺

010_0858401103006.indd   59 2018/05/07   16:53:31
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　インターネットによる議決権行使は、平成30年６月25日（月曜日）午後５時30分まで受付
いたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点などがございましたら下記ヘルプデス
クへお問い合せください。

ご注意事項
●�株主さま以外の第三者による不正アクセスや議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利

用の株主さまには、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになり
ますのでご了承ください。

●�株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたします。
●�複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
　⑴�　郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによ

る議決権行使の内容を有効とさせていただきます。
　⑵�　インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内

容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンおよび携帯電話のいず
れかで重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただ
きます。

●�議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金、パケット
通信料、その他携帯電話等利用による料金等）は株主さまのご負担となりますので、ご了承
ください。

<議決権電子行使プラットフォームについて>
　管理信託銀行等の名義株主さま（常任代理人さまを含みます。）につきましては、株式会社 
ⅠＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当
該プラットフォームをご利用いただけます。

以　上　

インターネット等による議決権行使に関するお問い合せ（ヘルプデスク）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

0120－173－027（通話料無料）
受付時間 午前９時から午後９時まで
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■　会場 仙台市宮城野区榴岡四丁目1番1号 　当社3階大ホール

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

ＪＲ線

地下鉄

バス 仙台駅前下車

会場には駐車場がございません
ので、公共交通機関等をご利用
願います。

仙台駅 徒歩約 7 分（ 出口「東口」）
徒歩約 3 分（ 出入口2 ）

徒歩約 2 分（ 出口「北1」 ）

仙石線仙台駅
地下鉄宮城野通駅 

■　交通

N

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

東北福祉大学
（旧代々木
ゼミナール）

BiVi

仙台ガーデン
パレス

至盛岡
会場付近略図

至東京

仙台ロフト

仙台
パルコ

エスパルホテル
メトロポリタン
仙台

　

　

　 　

ヨドバシカメラ

株式会社ユアテック
本社

仙 

台 

駅

西
　
口

東
　
口

Ｊ 

Ｒ 

仙 

台 

駅

地
下
鉄
南
北
線

地下鉄東西線

宮
城
野
通
駅
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